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④多摩川緊急治水対策
プロジェクト 約255億円（64億増）

事業期間 令和７年度まで
（１年延長）

■河川における対策
・河道掘削、堰改築、堤防整備 等

■流域における対策
・下水道樋管等のゲート自動化･遠隔化 等

■ソフト対策
・講習会等によるマイタイムラインの普及促進 等

③久慈川緊急治水対策
プロジェクト 約647億円（297億増）

事業期間 令和８年度まで
（２年延長）

■河道・流域における対策
・河道掘削、堤防整備、
霞堤整備 等

■河道・流域における対策
［土地利用・住まい方の工夫］
・土地利用制限、家屋移転 等

■ソフト対策
・越水・決壊を検知する機器の開発・整備 等

台風第１９号関連 関東４水系緊急治水対策プロジェクト

全体：４水系
■河道・流域における対策 約2,054億円

改良復旧 約1,668億円（河川大規模災害関連事業） （474億増）

災害復旧 約 385億円（河川等災害復旧事業） （34億増）

■対策内容
堤防整備 約41km 、 河道掘削・樹木伐採 約798万m3
霞堤・遊水地 7箇所 、 堰改築 1箇所

①入間川流域緊急治水対策
プロジェクト 約338億円
事業期間 令和７年度まで

（１年延長）

■河道・流域における対策
・河道掘削、遊水地、堤防整備 等

■河道・流域における対策
［土地利用・住まい方の工夫］
・土地利用制限、高台整備 等

■ソフト対策
・広域避難計画の策定 等

越辺川右岸0k付近

※事業費は、緊急治水対策プロジェクトのうち、河川大規模災害関連事業、河川等災害
復旧事業により、国で実施する河道・流域における対策について記載しています。

※四捨五入により合計値が合わない箇所があります。

②那珂川緊急治水対策
プロジェクト 約813億円（147億増）

事業期間 令和８年度まで
（２年延長）

■河道・流域における対策
・河道掘削、遊水地、堤防整備 等

■河道・流域における対策
［土地利用・住まい方の工夫］
・土地利用制限、防災集団移転促進事業 等

■ソフト対策
・越水・決壊を検知する機器の開発・整備 等

那珂川右岸28k6付近

久慈川左岸27k6付近

〇令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した関東４水系において、国、都県、市区町村が連携し、

概ね７～８年で実施するハード・ソフト一体となった「緊急治水対策プロジェクト」を進めていきます。

〇令和５年度より、引き続き河道掘削等の改良復旧を進めるとともに、事業着手後に発生した課題に対応するた

め、事業期間を延長し必要な予算を確保しながら取り組んでいきます。
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河道掘削・樹木伐採

堤防整備

堤防整備

遊水地整備

遊水地整備

ひがしまつやまし

東松山市

かわじままち

川島町

かわごえし

川越市

さかどし

坂戸市

河道掘削・樹木伐採

河道掘削・樹木伐採

合流点処理検討

高台整備

堤防整備

※合流点処理検討については、本川合流点付近においての本川への流出抑制や支
川の越水溢水軽減、支川流域内の内水浸水の軽減を兼ね、遊水地や排水機場等
を組み合せた対策を検討するものです。

凡例

浸水範囲
決壊箇所
大臣管理区間

堤防整備

写真①

河道掘削・樹木伐採

荒川流域図

土地利用制限
家屋移転
住宅の嵩上げ
雨水流出抑制対策

写真①浸水状況（越辺川右岸0.0k付近）

■河道・流域における対策
【土地利用・住まい方の工夫】
・浸水が想定される区域の土地利用制限
（災害危険区域の設定）

・家屋移転、住宅の嵩上げ
（防災集団移転促進事業等）

・高台整備（避難場所等に活用）

・土地利用に応じた内水対策の検討
（雨水流出抑制対策、合流点処理検討等）

堤防整備

【県】

堤防整備

【県】

【県】

【県】

■ソフト施策
・自治体との光ケーブルの接続 ・越水・決壊を検知する機器の開発・整備
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置 ・台風第１９号の課題を受けたタイムラインの改善
・他機関・民間施設を含めた避難場所の確保 ・講習会等によるマイ・タイムライン普及促進
・広域避難計画の策定 ・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・水のう等、水防活動資材の確保 ・緊急排水作業の準備計画策定と訓練実施、排水ポンプ車の配備
・防災メール等を活用した情報発信の強化 ・防災行政無線の戸別受信機整備 等

入間川流域緊急治水対策プロジェクト
～多重防御治水の推進～

【令和５年度版】

○ 令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した、入間川流域において、国、県、市町が連携し、
「入間川流域緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

○ 国、県、市町が連携し、以下の取組を実施していくことで、社会経済被害の最小化を目指します。
①多重防御治水の推進【河道・流域における対策】 ②減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

○ 令和５年度は、河道掘削等の改良復旧などを進めていきます。

■河道・流域における対策

■全体事業費 約 ３３８ 億円

【国：約３１８億円、県：約２０億円】

災害復旧 約 ２６ 億円
【国：約 ２１億円、県：約 ５億円】

改良復旧 約 ３１２ 億円

【国：約２９８億円、県：約１４億円】

■事業期間 令和元年度～令和７年度
■目 標 令和元年東日本台風における

入間川、越辺川、都幾川から
の越水防止

■対策内容 【河道の流下能力の向上】
・河道掘削、樹木伐採、
堤防整備

【遊水・貯留機能の確保・向上】
・遊水地整備 等

※四捨五入の関係で合計が合致しません。
河道掘削・樹木伐採

かわじままち

川島町

河道掘削・樹木伐採
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国土交通省
関東地方整備局

写真②浸水被害状況（茨城県那珂市、城里町） 写真①浸水被害状況（茨城県水戸市）

栃木県

茨城県
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磐
自
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車
道

那珂川

荒川→

ひたちおおみや

常陸大宮市

な か

那 珂 市

ひたちなか市

なすからすやま

那須烏山市

いちかい

市 貝 町

も て ぎ

茂 木 町
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写真③堤防決壊状況（那珂川左岸40.0k）

写真③

写真④

写真④浸水被害状況（那珂川左岸61.0k）

那珂川 

那珂川緊急治水対策プロジェクト
～多重防御治水の推進～

○令和元年東日本台風により甚大な被害が発生した那珂川水系において、国、県、市町が連携し、
「那珂川緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

○国、県、市町が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、社会経済被害の最小化を目指します。
①多重防御治水の推進【河道・流域における対策】 ②減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

〇令和５年度は、遊水地整備や河道掘削、堤防整備等の改良復旧、防災集団移転促進事業等の調整、越水・決壊検知機器の活用による情報提供の迅速化、
講習会等によるマイ・タイムライン普及促進などを進めていきます。

なかがわ

那珂川町

凡例

堤防決壊箇所（国）

堤防決壊箇所（県）

浸水範囲

大臣管理区間

写真①

堤防整備

河道掘削遊水地整備

堤防整備

堤防整備

堤防整備土地利用・住まい方の工夫
（土地利用制限、家屋移転等）

土地利用・住まい方
の工夫の検討

堤防整備

堤防整備
霞堤の整備

土地利用・住まい方の工夫
（土地利用制限、家屋移転等）

遊水機能の確保・向上の検討
土地利用・住まい方の工夫の検討

河口部対策の検討

土地利用・住まい方の工夫
（防災集団移転促進事業等）

【令和５年度版】

【県】

堤防整備

【県】 堤防整備

■ソフト施策
・越水・決壊を検知する機器の開発・整備
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置
・ダム操作状況の情報発信
・台風第１９号の課題を受けたタイムラインの改善
・講習会等によるマイ・タイムライン普及促進
・防災メール、防災行政情報伝達システム、防災行政無
線等を活用した情報発信の強化
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・緊急排水作業の準備計画策定と訓練実施 等

那珂川

荒川

【位置図】■河道・流域における対策

【土地利用・住まい方の工夫】
・浸水が想定される区域の土地利用制限
（災害危険区域の設定等）

・家屋移転、住宅の嵩上げ
（土地利用一体型水防災事業、防災集団移転
促進事業等）

・高台整備 等

※計数及び対策については、今後
の調査、検討等の結果、変更とな
る場合がある

■河道・流域における対策
全体事業費 約８１３億円【国：約６６９億円、県：約１４４億円】

災害復旧 約２１９億円【国：約１０１億円、県：約１１７億円】

改良復旧 約５９４億円【国：約５６７億円、県：約 ２７億円】

事業期間 令和元年度～令和８年度
目 標 令和元年東日本台風洪水における本川から

の越水防止

対策内容 河道掘削、遊水地、堤防整備 等
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。
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ひたちおおみや

常陸大宮市

ひたちおおた

常陸太田市

な か
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ひたち

日 立 市

久慈川

山田川

茨城県
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号

阿武隈川

那珂川

久慈川

栃木県

茨城県

福島県

【位置図】

浅川

凡例

堤防決壊箇所（国）

堤防決壊箇所（県）

浸水範囲

大臣管理区間

久慈川緊急治水対策プロジェクト
～多重防御治水の推進～

■河道・流域における対策
全体事業費 約６４７億円【国：約６３１億円、県：約１６億円】

災害復旧 約１１２億円【国：約 ９７億円、県：約１５億円】

改良復旧 約５３５億円【国：約５３３億円、県：約 ２億円】

事業期間 令和元年度～令和８年度
目 標 令和元年東日本台風洪水における本川からの

越水防止

対策内容 河道掘削、堤防整備、霞堤整備 等
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

■ソフト施策
・越水・決壊を検知する機器の開発・整備
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置
・ダム操作状況の情報発信
・台風第１９号の課題を受けたタイムラインの改善
・講習会等によるマイ・タイムライン普及促進
・防災メール、防災行政無線等を活用した情報発信の強化
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・緊急排水作業の準備計画策定と訓練実施 等

富岡橋

写真①浸水被害状況（茨城県常陸大宮市）

写真①

■河道・流域における対策
【土地利用・住まい方の工夫】
・浸水が想定される区域の土地利用制限
（災害危険区域の設定等）

・家屋移転、住宅の嵩上げ
（土地利用一体型水防災事業、防災集団移転促進事業等）

・高台整備 等

堤防整備

河道掘削

河道掘削

堤防整備

堤防整備

河道掘削

霞堤の保全

河道掘削

堤防整備
河道掘削

堤防整備

霞堤の保全と整備
土地利用・住まい方の工夫

（土地利用制限、家屋移転等）

霞堤の整備
土地利用・住まい方の工夫

（土地利用制限、家屋移転等）

霞堤の整備
土地利用・住まい方の工夫

（土地利用制限、家屋移転等）

【権限代行（国）】

【令和５年度版】

【県】

だいご

大子町

ひたちおおみや

常陸大宮市

JR水郡線

久
慈
川

堤防整備
河道掘削

堤防整備

【権限代行（国）】

【権限代行（国）】

河道掘削

里
川

○令和元年東日本台風により甚大な被害が発生した久慈川水系において、国、県、市町村が連携し、
「久慈川緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

○国、県、市町村が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、社会経済被害の最小化を目指します。
①多重防御治水の推進【河道・流域における対策】 ②減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

〇令和５年度は、堤防整備や河道掘削等の改良復旧、霞堤の保全と整備、越水・決壊検知機器の活用による情報提供の迅速化、講習会等によるマイ・タイ
ムライン普及促進などを進めていきます
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多摩川緊急治水対策プロジェクト
～首都東京への溢水防止及び沿川・流域治水対策の推進～

■ソフト施策
・自治体との光ケーブル接続
・簡易型河川監視カメラの設置
・多機関連携型タイムラインの策定、運用
・講習会等によるマイ・タイムラインの普及促進
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・自治体職員対象の排水ポンプ車運転講習会の実施 等

■流域における対策
（下水道事業等の整備促進）
・流出抑制施設の整備等
・既存施設（五反田川放水路（建設中））の活用
による雨水貯留

・下水道樋管等のゲート自動化・遠隔操作化等
・移動式排水設備（排水ポンプ車等）の整備
・土のう等の備蓄資材の配備等

位置図

4
0
.0
km

第
３
京
浜

中央自動車道

大丸用水堰改築 かわさきし

川崎市

たまし

多摩市

いなぎし

稲城市

おおたく

大田区

こまえし

狛江市

ちょうふし

調布市
ふちゅうし

府中市

せたがやく

世田谷区
溢水箇所

河道掘削、樹木伐採

国
道

号

246

既存施設の活用
(建設中放水路の活用)

堤防整備 （世田谷区玉川地区）

河道掘削、樹木伐採

東京都世田谷区玉川地区の溢水による浸水
被害状況（世田谷区提供）

凡例

溢水箇所（国）

浸水範囲

大臣管理区間

○令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した、多摩川において、国、都、県、市区が連携し、
「多摩川緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

○国、都、県、市区が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、「社会経済被害の最小化」を目指します。
①被害の軽減に向けた治水対策の推進【河川における対策】 ②地域が連携した浸水被害軽減対策の推進【流域における対策】
③減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

○令和５年度は河道掘削と堤防整備及び堰改築を継続するとともに、多機関連携型タイムラインの策定等を進めていきます。

【令和５年度版】

※計数及び対策については、今後の調査、検討等の結果、変更となる場合がある

多摩川

■河川における対策
全体事業費 約２５５億円

災害復旧 約 ２８億円
改良復旧 約２２７億円

事業期間 令和元年度～令和７年度
目 標 令和元年東日本台風洪水における本川からの

越水防止
対策内容 河道掘削、樹木伐採、堰改築、堤防整備 等
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。
※土砂運搬等の進捗により、必要に応じて他事業と連携して事業を実施


